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医療計画について
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〈医療計画の概要について〉
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○ 各都道府県が、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県にお

ける医療提供体制の確保を図るために策定。

○ 医療提供の量（病床数）を管理するとともに、質（医療連携・医療安全）を評価。

○ 医療機能の分化・連携（「医療連携」）を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、

地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。

○ 地域の実情に応じた数値目標を設定し、PDCAの政策循環を実施。

趣旨

○ 四疾病五事業（※）に係る目標、医療連携体制及び住民への情報提供推進策

○ 居宅等における医療の確保 ○ 医師、看護師等の医療従事者の確保 ○ 医療の安全の確保

○ 二次医療圏、三次医療圏の設定 ○ 基準病床数の算定 等

記載事項

【 基準病床数制度 】

◇ 二次医療圏等ごとの病床数の整備目標であるとともに、そ
れを超えて病床数が増加することを抑制するための基準と
なる病床数（基準病床数）を算定。

◇ 基準病床数制度により、病床の整備を病床過剰地域から
非過剰地域へ誘導し、病院・病床の地域偏在を是正。

【 医療連携体制の構築・明示 】

◇ 四疾病五事業ごとに、必要な医療機能（目標、医療機関
に求められる事項等）と各医療機能を担う医療機関の名称
を医療計画に記載し、地域の医療連携体制を構築。

◇ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住
民や患者が地域の医療機能を理解。

※ 四疾病五事業･･･四つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）と五つの事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、
周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））をいう。

医療計画制度について
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医療機能の分化・連携（「医療連携」）を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、

地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。

○ 都道府県は、四疾病五事業ごとに、必要な医療機能と各医療機能を担う医療機関の名称を

医療計画に記載し、地域の医療連携体制を構築

○ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住民や患者が地域の医療機能を理解

かかりつけ医
専 門 的 な
治療を行う
機 能

介護・福祉
サ ー ビ ス
機 能

回 復 期
リ ハ ビ リ
機 能

療 養 を
提 供 す る
機 能

救急医療
の 機 能

患者・家族

地 域 住 民

四疾病
・ がん

・ 脳卒中

・ 急性心筋梗塞

・ 糖尿病

五事業
・ 救急医療

・ 災害医療

・ へき地医療

・ 周産期医療

・ 小児医療

（小児救急含む）

生活習慣病の増加など
疾病構造の変化

医療資源（介護、福祉含む）を
有効活用する必要性

医療者と患者・家族との協働

地域住民の理解

地域完結型医療の実現
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医療法の改正の主な経緯について

改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等

昭和２３年
医療法制定

終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療
水準の確保を図るため、病院の施設基準等を整備

○病院の施設基準を創設

昭和６０年
第一次改正

医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴
い、医療資源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を
目指したもの。

○医療計画制度の導入
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定

平成４年
第二次改正

人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医
療を効率的に提供するための医療施設機能の体系化、患者
サービスの向上を図るための患者に対する必要な情報の提
供等を行ったもの。

○特定機能病院の制度化
○療養型病床群の制度化

平成９年
第三次改正

要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏
における医療需要に対する医療提供、患者の立場に立った
情報提供体制、医療機関の役割分担の明確化及び連携の促
進等を行ったもの。

○診療所への療養型病床群の設置
○地域医療支援病院制度の創設
○医療計画制度の充実
・二次医療圏ごとに以下の内容を記載

地域医療支援病院、療養型病床群の整備目標
医療関係施設間の機能分担、業務連携

平成１２年
第四次改正

高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質
な医療を効率的に提供する体制を確立するため、入院医療
を提供する体制の整備等を行ったもの。

○療養病床、一般病床の創設
○医療計画制度の見直し
・基準病床数へ名称を変更

平成１８年
第五次改正

質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築する
ため、医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し
等を通じた医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科によ
る医師不足問題への対応等を行ったもの。

○都道府県の医療対策協議会制度化
○医療計画制度の見直し
・４疾病５事業の具体的な医療連携体制を位置付け
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医療計画の作成手順について

医療計画の作成手順については、「医療計画について（平成19年7月20日 医政発0720003 医政局長通知）」において、
各都道府県に以下のとおり示している。

医療計画の作成等に関しては、医療法（以下「法」という。）に基づく次の手続きが必要である。

（１） 医療計画を作成するに当たり、都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に照らし必要があると認められるときは、
関係都道府県と連絡調整を行うものとする（法§３０の４ ⑨）。

（２） 医療計画を作成するため、都道府県の区域を単位として設置された医師会、歯科医師会、薬剤師会等診療又は調剤に関する
学識経験者の団体の意見を聴く（法§３０の４ ⑩ ）。

（３） 医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市町村（救急業務を処理する一部事務組合及び広域連合を含む。）の
意見を聴く（法§３０の４ ⑪ ）。

（４） 医療計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、都道府県医療審議会の意見を聴く（法§３０の４ ⑪ ）。
（５） 医療計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく厚生労働大臣に提出するとともに、その内容を公示する（法§３０の４ ⑫ ）。
（６） 医療計画を作成し、事業を実施するために必要がある場合は、市町村、官公署、医療保険者、医療提供施設の開設者又は管理者に
対して、医療機能に関する情報等必要な情報提供を求めることができる（法§３０の５ ） 。

医療計画の作成等に当たっては、概ね次の手順が考えられる。

（１） 医療計画（案）を作成するための体制の整備
〔略〕

（８） 診療又は調剤に関する学識経験者の団体（医師会、歯科医師会及び薬剤師会）から医療計画（試案）についての意見の聴取
（必要に応じて試案の手直し）

（９） 医療計画（案）の決定
（10）医療計画（案）についての市町村の意見聴取（必要に応じて医療計画（案）の手直し）
（11）医療計画（案）について都道府県医療審議会への諮問、答申
（12）医療計画の決定
（13）医療計画の厚生労働大臣への提出及び公示

【住民･患者の意見の反映】
都道府県は、住民へのアンケート調査やヒアリング、作業部会（※）への参加、医療計画のパブリックコメントの実施等により、
住民･患者の意見を医療体制構築に反映させることが重要である。

法的手続き

作成手順の参考

※ ４疾病５事業それぞれの医療体制を構築するため、地方公共団体、医療関係団体等の代表者等が疾病・事業ごとに協議する場を、都道府県が設置。 6




